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１. はじめに 






復興予算の使途（復興事業の内容）が問題視されることになった発端は、2012 年 9 月 9 日に NHK
にて放送された番組にある。番組名は「NHK スペシャル『追跡 復興予算 19 兆円』」である。注目
















































氏の研究では、NHK 番組制作チームとの共同作業により、第 3 次補正予算について全省庁の復興
























は被災者であるという考えを前提にしていること、の 3 点が挙げられる。 














































































この「基本的な考え方」を踏まえ、平成 23 年度第 3 次補正および平成 24 年度に措置した復興関
連事業のうち、「今後の復興関連予算の考え方」の観点に当てはまらないものは、執行見合わせの措
置がとられることとなった。執行見合わせ事業は 35 事業あり、総額は 168 億円にのぼる。 
平成 23 年度第 3 次予算による措置で執行見合わせとなった事業における執行停止総額は約 63 億
円である。最も金額が大きいものは、経済産業省を所管とする「自家発電設備導入促進事業」の 22
億円である。次いで農林水産省を所管とする「農業水利施設等の震災対策」が 15 億円、同省所管の
「農山漁村活性化プロジェクト支援交付金」が 12 億円となっており、この 3 事業で総額の 8 割近く
を占めている（表 1、参照）。 
平成 24 年度予算における執行停止額の総額は約 106 億円であり、国土交通省が所管となっている





















































省総額でみても、国土交通省を所管とするものが 7 事業、総額約 61 億円となっており、当該予算で
対象となった事業総額の約 57％に及んでいる（表 2、参照）。 
なお、執行見合わせとなった事業は、平成 23 年度第 3 次補正予算と平成 24 年度予算にて措置さ
















（1）被災者生活支援法（1998 年 5 月 22 日施行） 
わが国では、1995 年 1 月 17 日に起こった阪神・淡路大震災をきっかけに、自宅を失った被災者へ
の公的補助の必要性から、～という内容の法律が新たに成立した。「被災者生活支援法」である。こ










当該法律は、これまでに 2000 年 10 月 6 日の鳥取県西部地震、2007 年能登半島地震、中越沖地震
などにおいても適用された。近年では、2014 年 8 月 15 日に起きた京都府福知山市での大雤による土





（2）東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（2011 年 5 月 2 日施行） 
この法律は東日本大震災をきっかけに、当該震災のみに対応するものである。第一次補正予算とと
もに、東日本大震災に対処するため、地方公共団体等に対する特別の財政援助等について定める新た






















（3）東日本大震災復興基本法（2011 年 6 月 21 日施行） 
























































今回の東日本大震災は、死者約 16,000 人（7 月 28 日現在）、行方不明者約 5,000 人（7 月 28 日現在）、避




















































（2011 年 11 月 30 日施行） 
この法律は、2011 年 10 月 7 日の臨時閣議で本法案の骨子を閣議決定。10 月 28 日の 第 179 回国
















（6）今後の復興関連予算に関する基本的な考え方（2012 年 11 月 27 日施行） 








































塩崎氏ならびに NHK 番組制作チームは、10 人ほどのスタッフと共に 5 万ページに及ぶ資料をも
とに、約 3 ヶ月かけて検証した。チェックシートをもとに、全国へ現地調査も行っている。氏らによ





表 3 塩崎氏による分類 
　①被災地向け 74% 　①復旧・復興事業 67%
























































先行研究の成果と限界を踏まえ、本稿では復興関連事業 493 事業について、次のように分類する。 
まずは、大きく 2 つに分ける。①東日本大震災における被災地と事業内容が直接的・間接的に関わ





が、問題視されるべき部分（図 1 の②－(c)部分）となる。 
塩崎（2012）との相違点は、2 点ある。1 点目は、対象予算である。塩崎（2012）では、平成 23
年度 3 次補正予算のみを分析対象としていたが、本研究では当該年度補正予算の総額を対象にする。
3 次にわたって補正予算は組まれたが、被害状況が把握されていくにしたがって、重点分野が変容し
ていった。1 次補正（5 月）では主にがれき処理や被災者救援、2 次補正（7 月）では原発事故対応、
3 次補正（11 月）で被害全体を網羅した形で対応がなされている。 
2 点目は、事業数である。本研究では「制度見直し」事業のみを除外し、「制度要求」事業は復興
予算が配分されていることから、分析対象とした。そのため 493 事業を分析したが、塩崎（2012）
は「制度要求」事業も併せて除外していることから 488 事業を分析対象としている点に注意したい。 
4.3 新基準に基づく事業評価 
復興関連事業について所管省別の事業数ならびに予算額をみると、15 省庁で全 488 事業の合計予






表 4 所管省別事業数と予算額 
構成比 構成比
内閣官房 6 1.2% 0.0%
内閣府 20 4.1% 12.2%
警察庁 13 2.7% 0.5%
金融庁 5 1.0% 0.0%
総務省 23 4.7% 0.7%
法務省 14 2.9% 0.3%
外務省 10 2.0% 0.1%
財務省 9 1.8% 6.7%
文部科学省 53 10.8% 6.7%
厚生労働省 69 14.1% 11.1%
農林水産省 76 15.5% 13.8%
経済産業省 92 18.8% 11.0%
国土交通省 74 15.1% 26.7%
環境省 22 4.5% 8.9%
防衛省 3 0.6% 1.2%



























地と直接的あるいは間接的に関係するものは、総事業数 493事業のうち 350事業（総事業数の 71.7％）
であった。復旧に使われる分に該当する事業のうち、復旧のみに該当する事業は外務省を除いた 14
省庁に当てはまり、総額は 4 兆 9,351 億 3,200 万円であった。最も多いのは、内閣府であった（表 5、
参照）。 
防災に関連した事業内容にあったのは、11 省庁で 3 兆 3,587 億 3,900 万円であった。内閣府が最
も多く、次いで国土交通省となっている。 
また、復旧以外も含む事業に該当するものはないことが分かった。 
一方で、東日本大震災からの復旧とは無関係にある事業のうち、防災関連は 9 省庁で 2 兆 4,887 億
6,700 万円であった。最も多く配分されていたのは国土交通省である。防災とも無関係であった事業
は、12 省庁で 3 兆 7,766 億 7,100 万円にのぼり、経済産業省で約 9,312 億円、環境省で約 8,605 億










内閣官房 1 0.3% 0.2% 16.7% 407 ─ ─ ─ ─
内閣府 13 3.7% 2.7% 65.0% 1,565,671 1,562,344 ─ 5,655 4,025
警察庁 10 2.9% 2.0% 76.9% 34,828 20,255 ─ ─ 14,624
金融庁 1 0.3% 0.2% 20.0% 21 ─ ─ ─
総務省 14 4.0% 2.9% 60.9% 26,391 ─ ─ ─ 26,468
法務省 8 2.3% 1.6% 57.1% 3,642 3,504 ─ 6 238
外務省 5 1.4% 1.0% 50.0% ─ ─ ─ 6,263
財務省 6 1.7% 1.2% 66.7% 142,228 619 ─ 4,090 598,600
文部科学省 42 12.0% 8.6% 79.2% 175,022 106,785 ─ 125,747 115,927
厚生労働省 47 13.4% 9.6% 69.1% 501,888 60,507 ─ 120 811,651
農林水産省 48 13.7% 9.8% 63.2% 1,087,449 514,014 ─ 198,707 124,503
経済産業省 73 20.9% 15.0% 79.3% 79,505 1,155 ─ 14,235 931,226
国土交通省 59 16.9% 12.1% 79.7% 1,142,365 1,074,380 ─ 2,056,207 182,644
環境省 20 5.7% 4.1% 90.9% 14,164 600 ─ 84,000 860,502
防衛省 3 0.9% 0.6% 100.0% 161,551 14,576 ─ ─ ─



















ないものであり、143 事業（同、29.3％）が該当、復興予算全体の 1 兆 282 億 2,500 万円であった。
これは、復興予算総額約 13 兆円のうち 7.9％を占める。全く防災とは無関係に該当した省庁は 11 省
庁あり、突出して多く分配されていたのは経済産業省で 3,994 億 3,600 万円もの予算計上がなされて






表 6 被災地との関係性がないものを対象としている事業数と予算配分 
内閣官房 5 3.5% 1.0% 83.3% ─ 599 1,641
内閣府 10 7.0% 2.0% 50.0% ─ 13,664 ─
警察庁 3 2.1% 0.6% 23.1% ─ 17,887 ─
金融庁 4 2.8% 0.8% 80.0% 2 38 ─
総務省 9 6.3% 1.8% 39.1% 15,900 18,335 2,842
法務省 5 3.5% 1.0% 35.7% ─ 30,018 798
外務省 5 3.5% 1.0% 50.0% ─ 4,200 8,214
財務省 3 2.1% 0.6% 33.3% ─ ─ 23,121
文部科学省 11 7.7% 2.3% 20.8% 425,642 32,418 724
厚生労働省 22 15.4% 4.5% 32.4% ─ 26,230 100,203
農林水産省 28 19.6% 5.7% 36.8% ─ 187,176 199,938
経済産業省 20 14.0% 4.1% 21.7% ─ 1,099 399,436
国土交通省 16 11.2% 3.3% 21.6% 95 2,013 89,470
環境省 2 1.4% 0.4% 9.1% ─ ─ 201,838
防衛省 0 0.0% 0.0% 0.0% ─ ─ ─



































































算額全体の 7.9％にあたる 143 事業が、被災地を対象とせず、復旧に属さず、防災の要素も含まない
内容にあった。 
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(1) 詳しくは、第 3章の 3－1にて述べる。 
(2) 塩崎（2012）、p.28。 
(3) 同上。 
(4) 2011年 7月 29日施行。以後断りのない限り「復興基本方針」という。 
(5) 東日本大震災復興対策本部「東日本大震災からの復興の基本方針」3－(ハ) 










(16) 平成 23 年度 7月 29日東日本大震災復興対策本部決定。以後、断りのない限り「基本的な考え方」という。 
(17) 岩崎（2011）を参考に整理した。 
(18) 復興庁「復興基本方針のポイント」2011年 7月 29日（http://www.reconstruction.go.jp/topics/point.pdf 










○ × ○ ×
内閣官房副長官補
（安全保障・危機管理担当）
官邸危機管理体制の検証・検討・整備　 140 140 ○ ●
内閣広報室 復興に向けた首相官邸の内外情報発信機能の強化 230 193 423 ○ ●
知的税財産戦略推進事務局 クールジャパンによる日本ブランド復興キャンペーン 1,072 101 1,173 ○ ●
内閣官房 社会的包摂相談支援事業 468 468 ○ ●
地域活性化総合事務局 地域づくり支援事業（専門家派遣） 407 407 ○ ○
〃 人口・機能が集積したエリアの防災対策の強化 36 36 ○ ●
東日本大震災復興対策本部 東日本大震災復興交付金 1,561,184 1,561,184 ○ ○
〃 復興特区支援利子補給金 280 280 ○ ○
東日本大震災復興対策本部 東日本大震災復興調整費 5,000 5,000 ○ ●
大臣官房 被災公文書等修復支援事業費補助金 70 70 ○ ○
政策統括官
（経済財政運営担当）
復興支援型地域社会雇用創造事業 3,200 3,200 ○ ○
〃 実践キャリア・アップ事業 38 38 ○ ○
政策統括官
（経済社会システム担当）
新しい公共支援事業 880 880 ○ ○
〃 民間資金等活用事業調査等に必要な経費 76 120 ○ ●
政策統括官（防災担当） 総合防災情報システムの整備（衛星通信ネットワークの機能強化） 940 940 ○ ●
〃 地域防災力向上支援事業 403 604 ○ ●
〃 東日本大震災における地震・津波による被災実態調査・アーカイブ化 232 232 ○ ●
〃 災害時多目的船に関する調査・検討業務 30 30 ○ ●








19 19 ○ ○
政策統括官
（共生社会政策担当）
被災者への心のケア対策等の推進（地域自殺対策緊急強化基金） 3,700 3,700 ○ ●
男女共同参画局 東日本大震災による女性の悩み・暴力に関する相談事業 237 325 ○ ●













1,206 1,206 ○ ●
警備局 災害警備活動に係る装備資機材の整備 5,484 1,029 6,513 ○ ●
長官官房 災害警備活動に係る活動旅費等 3,866 4,245 8,111 ○ ●
〃 災害復旧に係る警察施設の整備 293 293 ○ ○
刑事局 災害復旧に係る装備資機材の整備 944 47 991 ○ ○
情報通信局 災害復旧に係る警察情報通信基盤の整備 1,040 897 1,937 ○ ○
長官官房 被災地の安全確保に係る人的基盤の充実強化 17 17 ○ ○
〃 被災地の安全確保に係る活動基盤の整備 1,281 11,991 13,272 ○ ○
情報通信局 被災地の安全確保に係る警察情報通信基盤の整備 10,145 10,145 ○ ○
警備局 緊急防災対策に係る原子力関連施設の安全確保 1,575 1,575 ○ ●
情報通信局 災害現場等における応急通信対策の強化 6,182 6,182 ○ ●
交通局 交通警察に係る補助金事業 4,486 1,394 5,880 ○ ○
長官官房 都道府県警察費補助金 2,497 7,633 10,130 ○ ●
〃 都道府県警察施設災害復旧費補助金（交通関連は除く） 989 1,304 2,293 ○ ○
金融庁総務企画局 遠隔地でのデータ保全環境整備 23 23 ○ ●
〃 金融庁行政情報化ＬＡＮシステムのＵＰＳバッテリー増強整備 5 5 ○ ●
〃 金融庁情報システムのバックアップデータ遠隔地保全環境整備 2 2 ○ ○
〃 業務継続体制の検証・強化 10 10 ○ ●
監督局 被災者支援施策等の実施 21 21 ○ ○
自治行政局 市町村行政機能応急復旧補助金 2,122 2,122 ○ ○
〃 市町村合併体制整備補助金 1,985 1,985 ○ ●
自治行政局、情報通信国際
戦略局
原子力災害避難住民等交流事業費補助金 542 542 ○ ○
自治行政局 「緑の分権改革」による被災地の復興 300 300 ○ ○
情報通信国際戦略局 広域災害対応型情報通信技術等の研究開発・実証 4,083 6,295 ○ ○
〃 情報通信ネットワークの耐災害性強化のための研究開発 15,900 15,900 ○ ○
情報通信行政局 被災３県の地デジ完全移行延期対策 662 35,256の内数+662○ ○
〃 「東日本大震災アーカイブ」基盤構築プロジェクト 900 900 ○ ●
〃 海外への情報発信強化 809 809 ○ ●
〃 情報通信基盤災害復旧事業費補助金 221 1,348 1,569 ○ ○
情報通信国際戦略局 被災地域情報化推進事業 3,311 3,311 ○ ○
消防庁 消防職団員に対する賞じゅつ金 3,330 5,070 8,456 ○ ●
〃 緊急消防援助隊の活動拠点施設の整備に関する検討 50 50 ○ ●
〃 緊急消防援助隊の機能強化 8,440 5,558 16,601 ○ ●
〃 消防防災通信基盤の緊急整備 15,181 15,181 ○ ●
〃 住民への災害情報伝達手段の多様化 950 950 ○ ●
〃 消防庁の危機管理機能の向上 159 159 ○ ●
〃 無償使用により整備した消防設備の復旧 48 48 ○ ○
〃 消防防災設備災害復旧補助金 7,303 4,266 11,569 ○ ○
〃 消防職団員の惨事ストレス対策 19 21 ○ ○
〃 消防団員の安全対策の推進 1,995 1,995 ○ ●
〃 震災・津波を踏まえた消防防災技術の調査研究 445 445 ○ ●
〃 消防機関等の活動記録の集積・調査分析等 66 66 ○ ●
大臣官房 防災通信機器（衛星携帯電話）配備 476 476
〃 法務省施設の耐震対策等 662 1,292 26,755 ○ ●
民事局 震災復興の推進 1,656 1,426 3,082 ○ ○
刑事局 災害時における検察の対処能力の強化 863 ○ ●
矯正局 被災地域における再犯防止施設の充実・強化 28 28 ○ ○
〃 震災に伴う被災者等への心理的支援及び復興支援体制の整備 52 52 ○ ○
〃 矯正施設の防災対策 190 2,210 2,400 ○ ●
保護局 保護観察緊急拠点（仮称）の設置 58 58 ○ ○
〃 更生保護被災地域就労支援対策強化事業の実施 22 22 ○ ●
〃 処遇等データの保全体制の確立 216 216 ○ ●
人権擁護局 東日本大震災に係る人権擁護活動の充実強化 6 ○ ●
入国管理局 災害時における出入国審査体制の強化 188 188 ○ ●
〃 収容施設等における防災・保安体制の強化 422 422 ○ ○
公安調査庁 被災地等における治安を確保するための調査基盤の強化 28 610 ○ ●
アジア大洋州局/北米局 アジア大洋州地域及び北米地域との青尐年交流 7,247 7,247 ○ ●
軍縮不拡散・科学部 福島原発事故からの復興に向けたIAEA事業支援  935 935 ○ ●
国際協力局 国際機関が主催する会議の被災地における開催 74 74 ○ ●
軍縮不拡散・科学部 国際的な放射性物質拡散予測システムの強化 59 59 ○ ●
広報文化交流部 メディアを活用した日本再生理解増進事業 319 319 ○ ●
アジア大洋州局 中国におけるハイレベル交流（風評被害対策） 474 474 ○ ●
国際協力局 途上国の要望を踏まえた工業用品・食糧等の供与  5,000 5,000 ○ ●
〃 防災分野における国際協力促進 4,200 4,200 ○ ●
〃 被災地で活動する国際協力NGO支援 195 195 ○ ●















































○ × ○ ×
理財局 公務員宿舎施設費（合同宿舎の復旧） 619 619 ○ ○
大臣官房 東日本大震災復興特別貸付等実施事業（日本政策金融公庫出資金） 72,500 600 66,000 139,100 ○ ○
〃 中小企業信用保険事業（日本政策金融金庫出資金） 281,300 340,200 698,600 ○ ●
〃 危機対応円滑化業務（危機対応円滑化業務出資金） 6,900 10,290 17,190 ○ ●
関税局 監視取締機器等復旧経費 143 482 625 ○ ○
国税庁 国税庁施設費（庁舎の耐震改修） 1,204 4,090 ○ ●
〃 国税総合管理システム改修経費等（耐震特例法対応） 1,884 1,884 ○ ○
〃 酒類等に関する放射性物質の分析等経費 61 61 ○ ●
理財局 復興債の発行に伴う事務取扱費の財源繰入れ 5,870 5,870 ○ ●
文教施設企画部 東日本大震災対応職員旅費（公立学校分） 15 17 ○ ○
大臣官房文教施設企画部 公立学校施設災害復旧費 96,163 4,100 47,650 148,415 ○ ○
〃 公立文教施設事務経費 106 302 ○ ○
〃 公立学校施設整備費 34,015 162,696 277,179 ○ ○
〃 国立大学法人施設整備費（文教施設費） 7,305 63,112 122,485 ○ ●
〃 独立行政法人国立高等専門学校機構施設整備に必要な経費 1,077 1,024 3,311 ○ ●
生涯学習政策局 放送大学学園運営費補助金（施設復旧） 50 8,470 ○ ○
〃 東日本大震災からの復旧・復興を担う専門人材育成支援事業 503 503 ○ ○
〃 公立社会教育施設災害復旧事業 8,722 32,907 41,628 ○ ○
〃 公立社会教育施設事務経費 48 48 ○ ○
〃 学びを通じた地域コミュニティ再生支援事業 542 542 ○ ○
〃 独立行政法人国立科学博物館施設整備に必要な経費 452 422 874 ○ ○
初等中等教育局 被災した幼稚園・保育所における認定こども園整備事業 1,810 1,810 ○ ●
〃 復興教育支援事業 295 295 ○ ●
〃 被災児童生徒修学支援等臨時特例交付金 11,313 29,745 41,058 ○ ●
〃 緊急スクールカウンセラー等派遣事業 3,015 351 3,366 ○ ●
高等教育局 大学等における地域復興のためのセンター的機能の整備 2,000 2,000 ○ ○
〃 国立大学の学生に対する授業料等減免 761 1,005 1,766 ○ ●
〃 国立大学等の教育研究診療設備の復旧 18,037 36,176 54,214 ○ ○
〃 国立高等専門学校も学生に対する授業料等減免 18 66 84 ○ ●
〃 国立高等専門学校の教育研究設備の復旧 70 295 364 ○ ○




130 130 ○ ●
高等教育局私学部 私立大学等の学生に対する授業料等減免 3,364 1,356 4,720 ○ ●
〃 私立学校施設の耐震化の推進等 15,582 20,763 ○ ●
〃 被災私立学校等復興特別補助・交付金 8,307 8,307 ○ ○




18,947 18,947 ○ ●
〃 私立学校施設事務経費 21 21 ○ ○
科学技術・学術政策局 原子力災害からの復興に向けた放射性物質の分布状況の継続的調査等 930 930 ○ ●
研究振興局 独立行政法人物質・材料研究機構　研究施設の復旧 ○ ○
〃 大学等の研究資源・機能停滞を回避するシステム構築 1,075 1,075 ○ ●
〃 東北メディカル・メガバンク 15,768 15,768 ○ ○




22,276 22,276 ○ ○
研究開発局 日本海溝海底地震津波観測網の整備 7,718 7,718 ○ ●
〃 東北地方太平洋沖で発生する地震・津波の調査観測 1,188 1,257 ○ ●
〃 独立行政法人防災科学技術研究所被災施設等の復旧 980 764 1,744 ○ ○
〃 東北マリンサイエンス拠点の形成 1,980 1,980 ○ ●




359 231 590 ○ ●
〃 独立行政法人宇宙航空研究開発機構被災施設等の復旧 1,203 1,203 ○ ○
〃 環境修復技術の早期確立 2,298 2,298 ○ ●
〃 独立行政法人日本原子力研究開発機構被災施設等の復旧 3,137 8,732 11,868 ○ ○
〃 国による仮払金の支払い 26,379 26,379 ○ ●
スポーツ・青尐年局 国立霞ヶ丘競技場災害復旧事業 330 330 ○ ○
〃 学校における自身・津波対策に係る対応マニュアル作成・配布 36 36 ○ ●
〃 国立青尐年教育施設災害復旧事業 292 292 ○ ○
〃 安全・安心のための学校給食環境整備事業 117 117 ○ ●
文化庁 国立文化施設の災害復旧（東京国立博物館東洋館展示施設等） 175 175 ○ ○
〃 国立文化施設の災害復旧　（日本芸術院会館施設） 35 35 ○ ○
〃 重要文化財等の災害復旧 3,186 3,186 ○ ○
〃 国有文化財の災害復旧 726 726 ○ ○
医政局 地域医療提供体制の再構築 72,000 72,000 ○ ●
〃 東北発革新的医療機器創出・開発促進事業 4,320 4,320 ○ ●
〃 医療施設等の災害復旧 3,618 12,618 16,237 ○ ○
〃 保健衛生施設等災害復旧事業・保健衛生施設等設備災害復旧事業 1,340 8,159 9,499 ○ ○
〃 国立ハンセン病療養所災害復旧事業 39 39 ○ ○
老健局 介護基盤緊急整備等臨時特例基金（地域支え合い体制づくり事業） 7,021 9,035 16,056 ○ ●
〃 介護基盤緊急整備等臨時特例基金（介護基盤復興まちづくり整備事業） 2,850 2,850 ○ ●
健康局 被災地における健康支援巡回相談等の健康支援 2,897 2,897 ○ ●
社会・援護局 介護福祉士等修学資金貸付事業 1,656 1,656 ○ ●
〃 社会福祉施設職員等退職手当共済事業給付費補助金 1,479 22,792 ○ ●
雇用均等・児童家庭局 児童福祉施設等の災害復旧事業 4,651 456 6,664 11,771 ○ ○
〃 児童福祉施設等の災害復旧事業事業復旧に係る設備整備事業 795 1,512 2,307 ○ ○
〃 保育所等の複合化・多機能化推進事業（安心こども基金の積み増し） 2,720 1,554 4,274 ○ ●
〃 母子寡婦福祉貸付金 1,553 6,714 ○ ●
社会・援護局障害保健福祉 障害福祉サービス基盤整備事業 1,522 1,522 ○ ●
障害保健福祉部 被災者の心のケア支援事業 2,833 2,833 ○ ○
社会・援護局障害保健福祉 平成23年度精神障害者社会復帰施設等運営 518 4,970 ○ ○
職業安定局 重点分野雇用創造事業の拡充 50,000 200,000 250,000 ○ ●
〃 雇用復興推進事業（仮称）の創造 151,000 151,000 ○ ●
職業安定局 派遣・有期労 新卒者就職実現プロジェクト 23,520 85,020 ○ ●
職業安定局　派遣・有期労 休職者支援制度の拡充 12,001 78,454 ○ ●
〃 被災新卒者等への就職面接機会の継続的な提供 19 19 ○ ●
労働基準局 東日本大震災の発生等に伴う労働条件の見直しに関する相談・支援の推進 48 50 98 ○ ●
社会・援護局 社会的包摂・「絆」再生事業 14,500 14,500 ○ ●
〃 パーソナル・サポート・サービス　モデル・プロジェクト 2,757 2,757 ○ ●
職業安定局 派遣・有期労 震災対応等の観点からのジョブサポーターによる支援の更なる強化 425 210 8,727 ○ ●
社会・援護局 被災生活保護受給者に対する生活再建サポート事業 2,970 2,970 ○ ●
〃 生活福祉資金貸付の特例貸付の実施に伴う体制設備事業 25,677 16,500 42,177 ○ ●
医政局 医療施設等の防災対策の推進 21,598 21,598 ○ ●

















20 20 ○ ●
雇用均等・児童家庭局 国立児童自立支援施設の非常用自家発電装置設備 59 59 ○ ●
社会・援護局障害保健福祉 全国身体障害者総合福祉センター等の防災対策の強化 175 175 ○ ●
健康局 （社）日本透析医会災害情報ネットワークシステムの機能強化 11 11 ○ ●
〃 災害時公衆衛生従事者緊急派遣等システム経費 37 37 ○ ●
社会・援護局 援護システム安全性・信頼性強化 399 399 ○ ●
〃 独立行政法人福祉医療機器出資金 10,000 4,000 200 14,200 ○ ○
〃 災害救助費等負担 362,584 30,072 392,858 ○ ○



































○ × ○ ×
健康局 生活衛生関係営業対策事業費補助金 233 233 ○ ○












634 634 ○ ○
医薬食品局食品安全部 食品中の放射能物質に係る規制値の再検討等 209 209 ○ ●
健康局 さい帯血公開検索システムの機能強化 53 53 ○ ●
〃 水道施設の災害復旧（水道施設災害復旧調査旅費を含む） 16,000 30,307 46,307 ○ ○
〃 東日本大震災水道施設被害状況調査 120 120 ○ ●
労働基準局、職業安定局 被災地のハローワーク等の体制整備 20 ○ ●
労働基準局安全衛生部 東電福島第一原発の緊急作業従事者に対する健康管理対策 89 172 261 ○ ●
労働基準局 中小企業退職金共済事業等に必要な経費 4 2,255 ○ ●
〃 中小企業退職金共済事業等に必要な経費 24 6,559 ○ ●
職業安定局 訓練終了者に対する就職支援等の拡充 124 11,177 ○ ●
職業能力開発局 東日本大震災に伴う公共職業訓練（委託訓練）の拡充等 3,130 36,124 ○ ●
職業安定局 被災地のハローワークの応援体制整備 116 157 273 ○ ●
〃 ハローワークシステムの増強 2,208 1,195 46,572 ○ ●
〃 特別求人開拓の実施 122 74 196 ○ ●
職業安定局高齢・障害者雇 雇用と福祉の連携による地域に密着した就労支援の実施 69 4,301 ○ ●
職業安定局 長期失業者等総合支援事業 83 83 ○ ●
職業安定局高齢・障害者雇 地域障害者職業センターにおける障害者や企業に対する支援の充実 18 18 ○ ●
職業安定局 農漁業者雇用支援事業 128 128 ○ ●
〃 農林業等就職促進支援事業 27 339 ○ ●
〃 復興工事に従事する建設労働者の教育訓練・雇用改善 163 4,382 ○ ●





職業安定局高齢・障害者雇 被災地の障害者に係る実習型雇用支援事業後の正規雇用奨励金の拡充 制度要求 11,574 ○ ●
職業安定局 特定求職者雇用開発助成金（被災者雇用開発助成金）の拡充 6,260 制度要求 6,260 ○ ●
大臣官房 農産物等消費拡大推進事業 210 210 ○ ●
〃 農林水産研究所施設の解体撤去等工事 29 29 ○ ○
消費・安全局 農畜産物・農地土壌等の放射性物質実態調査事業 207 364 570 ○ ●
〃 農林水産本省検査指導所に必要な経費 34 126 160 ○ ○




61 61 ○ ●
〃 農産物等輸出回復事業 156 500 100 756 ○ ●
〃 食料の物流拠点機能強化等支援事業 1,733 1,733 ○ ●
〃 卸売市場施設災害復旧事業 1,831 300 2,131 ○ ○
〃 種苗の放射性物質測定体制の強化 40 40 ○ ●
生産局 被災農家経営再開支援事業 5,221 2,060 7,281 ○ ○
〃 配合飼料価格安定対策事業 9,700 9,700 ○ ●
経営局 農林水産業協同利用施設災害復旧事業 7,565 1,422 9,077 ○ ○
〃 地域農業経営再開復興支援事業 1,078 1,078 ○ ●
〃 被災者向け農の雇用事業 700 700 ○ ●
〃 農と福祉の連携によるシニア能力活用モデル事業 84 84 ○ ○
〃 株式会社日本政策金融公庫補給金 36 854 ○ ●
〃 農業経営復旧・復興対策利子助成金等交付事業 444 444 11,145 ○ ●
〃 日本公庫資金円滑化貸付事業（実質無担保・無保証人事業） 6,000 5,907 11,907 ○ ●
〃 株式会社日本政策金融公庫危機対応円滑化事業 397 397 ○ ●
〃 農業経営復旧・復興対策特別保証事業 736 6,961 7,697 ○ ●
農村振興局 被災者営農継続支援耕作放棄地活用事業 1,745 1,745 ○ ○
〃 農山漁村被災者受入円滑化支援事業 193 193 ○ ●
〃 食と地域の絆づくり被災地緊急支援事業 547 547 ○ ●
〃 農地除染対策実施事業 2,200 2,200 ○ ●
〃 農地・水保全管理支払交付金 617 21,776 ○ ○
〃 震災対策・戦略作物生産基盤整備事業 2,489 2,489 ○ ○
〃 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 1,100 19,457 ○ ●
〃 農地等の防災保全対策 1,549 1,549 ○ ●
〃 被災土地改良復興支援事業 150 150 ○ ○
〃 農山漁村再生可能エネルギー導入事業　うち小水力発電導入調査設計等 270 270(1,260) ○ ●
〃 農業施設災害復旧事業 57,825 206,140 272,128 ○ ○
〃 除塩事業 2,450 1,901 4,351 ○ ○
〃 農業水利施設等の震災対策（農業農村整備事業） 16,436 198,707 ○ ●
〃 農業基盤復旧復興整備計画策定事業 2,000 2,000 ○ ○
〃 農山漁村地域整備交付金 1,968 33,729 ○ ●
農林水産技術会議事務局 森林・農地等の放射性物質の除去・低減技術等の開発 426 5,577 ○ ●




296 429 ○ ●
〃 被災地の復興のための先端技術展開事業 430 430 ○ ○
〃 農号試験研究独立行政法人の施設の災害復旧 173 182 581 ○ ○
〃 農地土壌等の浄化の研究拠点施設整備調査事業 100 100 ○ ●
林野庁 震災復興林業人財育成対策事業 38 38 ○ ●
〃 森林・林業・木材産業に関する放射性物質緊急調査事業 591 591 ○ ●
〃 木材加工流通施設等復旧対策 11,240 11,240 ○ ○
〃 木質バイオマス関連施設の整備 9,473 9,473 ○ ●
〃 森林における除染等事業 316 316 ○ ●




1,943 1,943 ○ ○
〃 森林整備加速化・林業再生事業（復興木材安定供給等対策） 139,946 139,946 ○ ●
〃 治山事業 2,727 18,442 82,014 ○ ○
〃 森林整備事業 218 15,575 133,990 ○ ●
〃 山林施設災害復旧等事業 15,670 39,230 64,874 ○ ○
水産庁 漁場復旧対策支援事業 12,286 16,772 29,058 ○ ○
〃 共同利用漁船等復旧支援対策事業 27,379 11,300 38,679 ○ ○
〃 漁業経営体質強化機器設備導入支援事業 831 831 ○ ●
〃 被災海域における種苗放流支援事業 2,161 2,161 ○ ○
〃 養殖施設災害復旧事業 23,965 10,743 34,708 ○ ○
〃 水産業協同利用施設復旧整備事業 73,108 73,108 ○ ○
〃 水産業協同利用施設復旧支援事業 1,815 19,316 25,879 47,010 ○ ○
〃 水産関係資金無利子化事業 385 140 525 ○ ●
〃 水産関係公庫資金無担保・無保証人事業 2,200 1,583 3,783 ○ ●
〃 漁業者等緊急補償対策事業 4,785 2,961 7,746 ○ ●
〃 独立行政法人水産総合研究センター施設の復旧 3,979 3,979 ○ ○
〃 漁業・養殖業復旧支援事業 81,763 81,763 ○ ●
〃 種苗発声状況等調査事業 150 150 ○ ●
〃 加工原料糖の安定確保取組支援 236 236 ○ ●
〃 漁業復興担い手確保支援対策 1,136 1,136 ○ ○
〃 漁業復興担い手確保支援対策　のうち被災漁業者経営再建支援事業 288 288 ○ ○
〃 漁場確保のための操業経費補助事業 49 49 ○ ●
〃 漁業経営セーフティーネット構築事業 4,000 4,817 ○ ●
〃 鯨類捕獲調査安定化推進対策 2,284 3,628 ○ ●
〃 水産基盤整備事業 5,408 20,232 98,007 ○ ○
〃 漁港関係等災害復旧事業 24,982 234,630 260,725 ○ ○
〃 災害査定旅費 14 22 ○ ○


























○ × ○ ×
経済産業政策局 国内企業立地推進事業費補助金 295,000 295,000 ○ ●
〃 株式会社日本金融公庫出資金 6,230 6,230 ○ ●
地域経済産業グループ 先端農商工連携実用化研究事業 1,498 1,498 ○ ●
〃 復興に向けた農商工連携活性化支援事業 202 202 ○ ●
済産業政策局地域経済産業 がんばろう　ふくしま産業復興企業立地支援事業 170,000 170,000 ○ ●
経済産業政策局地域経済グ 国内放射線量測定等支援事業 193 193 ○ ●
経済産業政策局地域経済産 被災地域産品販路開拓等支援事業 599 599 ○ ●
地域経済産業グループ 震災復興技術イノベーション創出実証研究事業 1,185 1,185 ○ ●
貿易経済協力局 貿易円滑化事業費補助金 670 1,298 1,969 ○ ●
〃 インフラ・システム輸出等促進調査等委託費 8,482 9,131 ○ ●
〃 インフラ・システム輸出等促進人材育成事業 496 496 ○ ●
〃 対日投資推進地域支援等事業委託費 200 200 ○ ●
産業技術環境局 福島県再生可能エネルギー研究開発事業 5,099 5,099 ○ ●
〃 福島県再生可能エネルギー研究開発拠点整備 5,003 5,003 ○ ●
〃 東北地方における新たな産学官連携の枠組みの構築 1,500 1,500 ○ ●
〃 イノベーション拠点立地推進事業 35,000 35,000 ○ ●
〃 研究設備及び機器の補修・交換費 2,503 2,503 ○ ○
〃 巨大地震・津波災害に伴う複合地質リスク評価 1,995 1,995 ○ ●
〃 東南海・南海地震予測のための地下水等総合観測施設 1,099 1,099 ○ ●
〃 低炭素社会を実現する超軽量・高強度革新的融合材料プロジェクト 1,598 2,198 ○ ●
産業技術環境局　商務情報 低炭素社会を実現する超低電力デバイスプロジェクト 7,885 9,385 ○ ●
製造産業局 グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発 1,509 2,229 ○ ●
〃 異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト 817 1,529 ○ ●
製造産業局　商務情報政策 次世代印刷エレクトロニクス材料・プロエス基盤技術開発 1,984 2,259 ○ ●
商務情報政策局 立体構造新機能集積回路（ドリームチップ）技術開発 1,201 1,550 ○ ●
産業技術環境局 製品評価技術基盤機構施設整備費補助金 28 200 257 ○ ○
製造産業局、商務情報政策 福島県における医療福祉機器・創薬産業拠点整備事業 39,493 39,493 ○ ●
製造産業局 災害対応無人化システム開発プロジェクト 996 996 ○ ○
〃 防衛装備品民間転用標準手法開発事業 30 30 ○ ●
商務情報政策局 東宝復興に向けた地域ヘルスケア産業構築推進事業 1,397 1,397 ○ ○
〃 IT融合による新産業創出のための研究開発事業 3,973 3,973 ○ ●
〃 震災復興のための越境EC支援 151 151 ○ ●
〃 コンテンツ緊急電子化事業 997 997 ○ ●
〃 定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業費 21,000 21,000 ○ ●
商務流通グループ 被災中小企業復興支援リース補助事業 10,050 10,050 ○ ○
〃 サプライチェーンを支える高度な物流システムの構築事業 100 100 ○ ●
資源エネルギー庁省エネル 建設物節電回収支援事業費補助金 15,000 15,000 ○ ●
資源エネルギー庁商務情報 エネルギー管理システム導入促進事業費補助金 30,000 30,000 ○ ●
資源エネルギー庁　省エネ 浮体式洋上ウィンドウファーム実証研究事業 12,500 12,500 ○ ●
資源エネルギー庁　省エネ 住宅用太陽光発電導入支援復興対策基金造成事業費補助金 86,993 86,993 ○ ●
〃 在宅用太陽光発電高度普及促進復興対策基金造成事業費補助金 32,395 32,395 ○ ●
〃 再生可能エネルギー固定価格買取制度施行事業費補助金 7,100 7,100 ○ ●
〃 再生可能エネルギー発電設備等導入支援復興対策事業 32,599 32,599 ○ ●
資源エネルギー庁　省エネ スマートエネルギーシステム導入推進事業 4,346 4,346 ○ ●
〃 スマートコミュニティ導入促進事業 8,059 8,059 ○ ○
〃 民生用燃料電池導入支援補助金 4,999 4,999 ○ ●
〃 炭鉱・資産買収等出資事業出資金 20,250 20,250 ○ ●
資源エネルギー庁資源・燃 被災地域災害対応型中核給油所等整備事業 4,003 4,003 ○ ○
〃 被災地域等災害対応型拠点石油基地整備事業 9,987 9,987 ○ ●
〃 被災地域等地下タンク環境保全対策促進事業 8,736 8,736 ○ ●
〃 石油ガス安定供給体制整備事業 1,109 1,109 ○ ●
〃 被災地域石油ガス基地機能早期復旧支援事業 2,016 2,016 ○ ○
〃 被災地域等石油製品販売業再建等支援事業 2,350 2,350 ○ ○
〃 旧鉱物採択区域災害復旧費 249 495 744 ○ ○
資源エネルギー庁電力・ガ 自家発電設備導入促進事業 9,988 29,988 39,976 ○ ●
資源エネルギー庁資源・燃 独立行政法人石油天然ガス・姻族鉱物資源機構出資金 8,000 8,000 ○ ●
資源エネルギー庁 火力発電運転円滑化対応費補助金 9,000 9,000 ○ ●
〃 温排水利用施設設備等対策交付金 995 995 ○ ●
資源エネルギー庁電力・ガ 好意希ガスパイプライン等整備実態調査委託費 100 100 ○ ●
〃 効率ガス空調設備導入促進事業費補助金 4,942 4,942 ○ ●
〃 被災液化天然ガス基地機能早期復旧支援事業費補助金 3,000 3,000 ○ ○
資源エネルギー庁 発電用原子炉等事故対応関連技術基盤整備委託費 984 984 ○ ●
〃 発電用原子炉等事故対応関連技術開発費補助金 995 995 ○ ●
〃 被災地域広報施設設備復旧対策交付金 35 35 ○ ○
〃 被災地域産品販売促進事業費 350 350 ○ ●
原子力安全・保安院 休廃止鉱山鉱害防止技術等調査研究事業 142 142 ○ ●
〃 休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助事業 63 2,153 ○ ●
〃 原子力災害に係る広聴・広報事業 64 64 ○ ●
〃 原子力防災体制の徹底した補強事業 1,300 1,300 ○ ○
中小企業庁 独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交付金 7,656 7,656 ○ ●




33,600 95,500 129,100 ○ ●
〃 日本政策金融公庫出資金（中小k行事業）東日本大震災復興特別貸付等関連 62,500 400 61,500 124,400 ○ ●




195 800 ○ ●
中小企業庁　経営支援部 中小企業人材対策事業 2,487 2,487 ○ ●
〃 中小企業の高度グローバル経営人材育成事業 501 501 ○ ●




40,000 40,000 ○ ○
中小企業庁経営支援部・事 中小再生支援協議会事業 3,023 4,500 11,723 ○ ●
中小企業庁経営支援部 中小企業再生支援ネットワーク強化事業 298 597 4,854 ○ ●
〃 IT・クラウドを活用した中層企業経営基盤化事業 1,400 1,400 ○ ○
中小企業庁 海外展開を行う中小企業の経営基盤強化事業 2,500 2,500 ○ ●
通商政策局　中小企業庁 中小企業海外展開等支援事業費補助金 1,980 998 5,477 ○ ●
中小企業庁 農商工連携等の活用による被災地等復興促進事業支援 1,495 1,495 ○ ●
〃 中小企業海外展開支援体制整備事業費補助金 500 500 ○ ●
中小企業庁　経営支援部 グローバル技術連携・創業支援事業 2,900 2,900 ○ ●
〃 グローバル展開思考創業支援事業 50 50 ○ ●
〃 地域商業活性化支援事業 4,984 19,980 ○ ●
中小企業庁 地域商業活性化支援事業 898 898 ○ ○
〃 地域商業活性化を通じた被災地支援事業 497 497 ○ ○
資源エネルギー庁 国債事務手数料 5 5 ○ ●
大臣官房 社会資本整備総合交付金 71,185 1,825,055 ○ ●
〃 災害に強い国土づくりに資する技術の開発・導入の推進 182 182 ○ ○
〃 通信の途絶を生じさせない効果的な防災通信回路の構築 12 12 ○ ●
官庁営繕部 東日本大震災復興関連官庁営繕事業 6,892 7,726 23,136 ○ ○
総合政策局 地域公共交通確保維持改善事業 810 31,340 ○ ○
〃 災害に強い物流システム構築事業 438 438 ○ ●
大臣官房 災害発生時の応急的対策に係る体制整備の応急的な推進 46 46 ○ ●
国土政策局 災害に強い国土構造への再構築に関する検討 76 76 ○ ●
〃 東北圏広域地方計画の見直し 124 124 ○ ●




198 198 ○ ●
〃 離島振興特別事業に必要な経費（離島復興特別事業費補助金） 100 298 ○ ●
〃 小笠原諸島振興開発事業に必要な経費（小笠原諸島振興開発事業費補助） 532 1,772 ○ ●
土地・建設産業局 復興化円滑化のための土地の所有者情報調査の支援 63 63 ○ ●
〃 被災地の解体工事の適切な実施 50 50 ○ ○
〃 復旧・復興工事における現場配置技術者の実態調査・適正化等 30 30 ○ ●
〃 土地境界の明確化の推進 809 809 ○ ●

























○ × ○ ×
都市局 災害時における都市交通施設の有効活用に関する調査 48 48 ○ ●
〃 メモリアル公園のあり方検討調査 50 50 ○ ●
〃 復興まちづくり人材バンクの構築に向けた調査 10 10 ○ ●
〃 津波防災まちづくり推進調査 46 46 ○ ●
〃 市街地の液状化による宅地防災に関する調査 100 100 ○ ●
水管理・国土保全局下水道
部
放射性物質を含む下水汚泥等の適切な処理に関する調査 840 840 ○ ●
水管理・国土保全局　水資
源部
水資源開発施設等の補修、震災対策 10,043 350 10,393 ○ ○
水管理・国土保全局下水道
部
災害時の復旧段階における下水処理の適正な管理に関する調査 60 60 ○ ○
道路局 東日本大震災に係る復興関連事業（道路関係） 256,671 256,671 ○ ○
住宅局 高齢者等移住安定化推進事業 5,000 37,500 ○ ●
〃 木のまち・木のいえ整備促進事業 5,000 14,000 ○ ●
〃 災害公営住宅供給推進事業 278 278 ○ ●
〃 都市再生機構職員派遣による復旧・復興関連業務に係る技術支援事業 390 390 ○ ○
〃 東日本大震災復興関連事業円滑化支援事業 200 200 ○ ○
〃 環境・ストック活用推進事業 1,000 17,040 ○ ●
〃 住宅エコポイント 72,300 72,300 ○ ●
〃 災害復興住宅融資等緊急対策費補助金 56,000 150,700 206,700 ○ ●
〃 住宅金融円滑化緊急対策費補助金 15,900 15,900 ○ ●
鉄道局 鉄道施設安全対策事業 6,562 6,562 ○ ○
〃 鉄道施設防災対策事業 903 903 ○ ●
国土交通省海事局 地域造船産業集積高度化支援事業 128 128 ○ ●
海事局 浮体式洋上風力発電施設の安全性に関する研究開発 127 134 ○ ●
港湾局 港湾の防災・震災対策等 163,739 94,991 258,730 ○「 ○
航空局　航空ネットワーク
部　交通管制部
仙台空港等復旧事業 9,460 2,181 11,641 ○ ○
航空局　航空ネットワーク
部、安全部、交通管制部
防災対策等事業 7,489 7,489 ○ ●
国土技術政策総合研究所 東日本地域における水力発電の増強に関する検討 30 30 ○ ●
〃 放射性物質で汚染された下水汚泥の緊急処理対応 30 30 ○ ●
〃 東日本大震災による建物被害調査 10 10 ○ ●
〃 情報通信網の多重化 140 140 ○ ●
国土技術政策総合研究所 沿岸防災二次元水路の改修 95 95 ○ ○
大臣官房 地方運輸局の庁舎移転経費 25 25 ○ ●
観光庁 外客誘致緊急対策事業 1,389 1,389 ○ ●
〃 国内観光活性化緊急対策事業 650 650 ○ ●
〃 地域再生のための観光業支援事業 57 57 ○ ●
〃 広域連携観光復興対策事業 550 550 ○ ●
気象庁 東日本大震災による被災庁舎の復旧等 102 102 ○ ○
〃 津波警報の改修 3,883 3,883 ○ ●
〃 東海・東南海・南海地震等の観測・監視体制の強化 707 707 ○ ●
〃 気象ドップラーレーダーの整備 313 1,073 1,386 ○ ●
〃 震災後、活動が活発化した火山等の監視体制の強化 458 458 ○ ●
〃 気象官署施設災害対応体制の強化 437 437 ○ ●
〃 観測施設災害対応体制の強化 1,014 1,014 ○ ●
海上保安庁交通部 航路標識整備事業費 1,946 1,278 7,125 ○ ○
海上保安庁装備技術部 巡視船艇の整備に関する経費 12,100 33,913 ○ ●
〃 航空機の整備に関する経費 5,837 6,798 20,892 ○ ●
〃 巡視船艇の運航に関する経費 3,633 1,108 25,305 ○ ●
〃 航空機の運搬に関する経費 2,302 565 9,948 ○ ●
海上保安庁警備救難部 治安及び救難体制の整備に関する経費 227 209 7,161 ○ ●
〃 環境・防災体制の整備に関する経費 143 241 ○ ●
〃 海上保安官署施設整備に関する経費 1,653 175 2,980 ○ ●
海上保安庁総務部 情報通信システムに関する経費 589 937 5,108 ○ ●
海上保安庁海洋情報部 海洋情報に関する経費 28 360 1,293 ○ ●
〃 海洋調査に関する経費 538 1,585 ○ ●
国土地理院 電子基準点による地殻変動監視体制の強化 4,041 4,041 ○ ●
〃 地理空間情報のアーカイブ整備 1,700 1,700 ○ ●
〃 高精度標高データ整備 1,397 1,497 2,894 ○ ●
水管理・国土保全局 河川・海岸津波対策等 257,425 278,418 535,843 ○ ○
大臣官房廃棄物・リサイク
ル対策部
災害等廃棄物処理事業 351,933 312,970 664,903 ○ ●
〃 災害廃棄物処理代行事業 4,769 4,769 ○ ●
〃 災害廃棄物処理事業の地方支援（グリーンニューディール基金の拡充） 67,964 67,964 ○ ●
〃 災害廃棄物広域処理等支援事業 250 250 ○ ●
〃 循環型社会形成推進交付金 12,561 12,561 ○ ○
〃 放射性物質汚染廃棄物処理事業 45,148 45,148 ○ ●
環境省水・大気環境局 放射性物質により汚染された土壌等の除染の実施 199,663 199,663 ○ ●
大臣官房廃棄物・リサイク
ル対策部




84,000 84,000 ○ ●
自然環境局 再生可能エネルギー事業のための緊急検討事業 400 400 ○ ●
〃 J-VER制度を活用したCO2削減・復興支援・節電等緊急支援事業 400 1,802 ○ ●
〃 緊急CO2削減・節電ポテンシャル診断・対策提案事業 398 758 ○ ●




525 525 ○ ●
〃 三陸復興国立公園（仮称）ビジョン策定等事業 100 100 ○ ●
〃 陸中海岸国立公園復旧等事業（公共） 600 600 ○ ○
大臣官房廃棄物・リサイク
ル対策部
小型電気電子機器リサイクルシステム構築社会実験 203 203 ○ ●
環境省・大気環境局、環境
省環境保健部
アスベスト、待機、海洋、土壌等の環境モニタリング 704 704 ○ ○
総合環境政策局 「原子力安全庁（仮称）」発足に向けた準備経費 2,175 2,175 ○ ●
〃 災害・放射能と環境に関する研究 209 209 ○ ●




120 120 ○ ●




56,321 56,321 ○ ○
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